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�．スーパーマーケットの登場と百貨店法

神武景気，岩戸景気につづいて，１９６１年頃から「いざなぎ景気」という戦

後最長の好景気が始まった。「新三種の神器」と呼ばれたカラーテレビ，カー，

クーラーは新たな「消費革命」の到来でもあった。しかし大量生産の受け皿で

あるはずの流通部門はいちじるしく立ち遅れていた。流通部門は卸売業・小売

業の零細性と過多性という傾向を色濃く持つと同時に「取引の錯綜，大量取引

体制の未完熟，非合理的な取引慣行，消費者主権の軽視」などの解決されなけ

ればならない課題を抱えていた。１）

国内では１９６０年頃から消費者物価が上昇し始め慢性的なインフレとなっ

た。インフレをめぐってはデマンド・プル説，コスト・プッシュ説などが唱え

られた。そしてインフレの一因は，国内流通機構の遅れにあるのではないかと

して，これが問題視された。そのような社会状況下にスーパーマーケットが躍

進を遂げていくことになる。流通機構の近代化，合理化が喫緊の課題となり，

すでに通商産業大臣の「流通機構の近代化のためには，いかなる対策が必要か」

との諮問に対して産業構造審議会流通部会は第１回中間報告「流通機構の現状

と問題点」（昭和３９年１２月）で基本的考え方を打ち出した。

� 流通部門に課せられた国民経済的課題は，�イ経済発展に見合う流通機能

の充実と流通コストの引下げを図り，物資の配給を円滑ならしめ，量的・

質的にも経済発展の隘路とならないようにし，国民経済の円滑な発展に資



する，�ロ流通部門における企業の健全な発展により，所得格差の是正，す

なわち二重構造の解消を図り，国民経済の均衡ある発展に資することであ

る。

� 経済構造の変化に対して流通機構の近代化が進行するが，配慮すべきこ

とは，�イ総合的・長期的にみて，国民経済的に望ましい方向と合致させ

る，�ロ社会的に摩擦を生じさせないようにすることである。

� 流通近代化とは基本的には流通部門における生産性の向上であり，流通

機構全体を一つのシステムと考えて，その能率を可及的に最大にすること

であるとした。

卸売業，小売業ともに圧倒的部分が中小規模から成り立っていた流通の世界

を近代化する方策としてボランタリー・チェーン等による中小小売業者の協業

化，商業団地による中小卸の協業化などの施策が注目された。産業構造審議会

流通部会では第３回中間報告「小売商のチェーン（連鎖店）化の推進について」

（昭和４０年９月）でボランタリー・チェーンの発展の遅れを指摘していた。ボ

ランタリー・チェーンは中小小売業者たちが独立性を維持しながら規模の利益

を追求するための協同事業であり，具体的には計画的集中仕入れ，共同保管，

共同配送，共同宣伝，経営指導，商品開発などの事業をおこなうものである。

１９６６年に日本ボランタリー・チェーン協会が官民の協力によって設立され，

この年，政府の助成策（啓蒙普及，融資，税制）の大綱が決定された。助成策

のうち啓蒙普及では，欧米諸国からの専門家の招請，欧米諸国への視察団派遣

などがあった。融資では日本開発銀行によるボランタリー・チェーン本部施設

に対する融資，「小売商業連鎖化資金」貸付制度などが実施された。２）日本ボラ

ンタリー・チェーン協会加盟のボランタリー・チェーンは，１９６７年に小売主

宰のものが２６，卸売主宰のものが６０で，合計８６のボランタリー・チェーン

が存在していた。加盟店数は１９，９１１店で，本部集中仕入れ率は１２．４％であっ

た。１９７１年には小売主宰のもの５５，卸売主宰６６で，合計１２１のボランタリ

ー・チェーンが運営されていた。加盟店数は２８，８３９店で，本部集中仕入れ率
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は２７．１％であった。全小売年間販売額に占める加盟店の売上比率は９．０％で

あった。３）

我が国は重化学工業の発展，積極的な設備投資と技術革新の結果，１９６８年

国民総生産（GNP）でドイツ（当時は西ドイツ）を抜いて，アメリカに次ぐ世

界第２位となった。海外からは「驚異の経済成長」を遂げる国として注目され

た。４）産業界では電気洗濯機，電気冷蔵庫などの需要増加で家庭電器産業や自動

車産業が発展過程にあって，花形産業になっていた。高度成長による可処分所

得の増加は家計の消費構造に変化をもたらした。全国勤労世帯の実収入は，

１９６５年から１９７１年の７年間で倍増し，家計の支出構成では住居費，教養費，

外食費，旅行費などの費目が漸増し，食料費は全体の支出から見ると徐々に

減っていた。生活水準の上昇はモノに対する需要を膨らませていった。消費者

の買い物先としてはスーパーマーケット，百貨店，一般小売店が多く利用され

ていた。だが傾向としては，消費者の消費支出の項目別購入先を１９６４年，１９７４

年，１９８４年の時期でみると，５）消費支出全体では百貨店，一般小売店が減少し

ているのに対してスーパーマーケットが大きく伸びていた。同様に食料費，被

服費，住居費でみると，ここでも購入先ではスーパーマーケットが伸びてお

り，百貨店，一般小売店にとってスーパー資本が大きな脅威になっていたのは

明らかである。

１９６０年代中頃から小売世界において，主導権が百貨店からスーパーマー

ケットに移りつつあった。１９６７年日本チェーンストア協会が設立された。年

商５０億円を超す大規模小売企業が相次いで出現し，それはチェーンストア方

式によって可能になったととらえられた。当時，チェーンストア組織こそが小

売業を巨大企業にする唯一の方法であるとの理想がみなぎっていた。６）

スーパーマーケットは，多店舗展開と薄利多売政策とで売上を伸ばしていっ

た。ダイエーは，１９６３年に福岡に進出，さらに瀬戸内海沿岸に出店をはかり，

首都圏への進出を目指して１９６９年に東京町田市に大型店を出店した。中内�

にとって念願の出店であった。かれは都心から３０－５０km圏を今後の人口増加
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地帯と捉えて，その地帯に消費者が必要とするものをいつでも供給できる店舗

を配置するという構想「レインボー作戦」を描いていた。７）当時の都心から３０km

圏内は人口２，０００万人を擁しており，３０万人に一店舗というダイエーの出店

基準に立てば７０店舗の出店が見込まれるドル箱地域であった。

ダイエーの創業者中内�は，これまで前近代的経営（体質）で語られた小売

業を，チェーンストア組織を導入して「大売業」にして近代産業（インダスト

リー）に発展させようとの考えを抱いていた。かれは消費者の視点に立った小

売活動に邁進し，その小売哲学は，晩年に日本経済新聞の２０００年１月の「私

の履歴書」，それをおさめた『流通革命は終わらない』の中に見ることができ

る。

スーパー資本の出店意欲は旺盛で，その店舗の商圏も既存の中小小売商店に

比べて，はるかに大きく，取扱品目，価格の面からも消費者の支持を瞬く間に

取り付けた。全国各地で物価の上昇にあえぐ消費者の間にスーパー資本の出店

待望論があったことも手伝って，スーパー資本の商勢は目を見張るものがあっ

た。そのことは１９７０年の日本の小売業売上高ランキングで上位１０位以内にダ

イエー（４位），西友（５位），ジャスコ（８位），ユニー（９位）の４社が入

り，１９７２年にはスーパーマーケットのダイエーが三越を抜いてわが国小売売

上高ランキングで首位に立ったことからも明らかである。ダイエー創業から

１５年目の快挙であった。小売世界の勢力図は新旧交代を印象付けることになっ

た。その後，昭和５５年には小売業売上高ランキングでは１位ダイエー，２位

イトーヨーカ堂，３位西友，４位ジャスコ，５位三越，６位ニチイ，７位大

丸，８位�島屋，９位西武，１０位ユニーとなっていて，上位１０位中６社がス

ーパー資本となり，８）誰の目にも小売業態としてしっかりと根をおろしたことは

明らかであった。

スーパー資本は，創業時の取扱商品に違いはあるものの食料品や衣料品だけ

にとどまらず，広く耐久消費財などを取り込みながら取扱商品を拡大し，ワン

ストップショッピング機能を有するまでになる。店舗規模の大型化が進み，総
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合的品揃えで見れば百貨店に準ずる小売業態となっていた。所得水準の向上，

郊外化，自家用車の普及など社会環境はスーパー資本の成長に有利に働いてい

た。

小売世界は，百貨店法制定時には予想されなかったスーパーマーケットとい

う新しいタイプの大型店舗が出現し，ダイナミックに動き始めた。これらの大

型店舗は百貨店法の規制対象になるはずであったが，スーパー資本は同一建物

内の売場を各階ごとに別会社にすることで百貨店法の規制から免れるという対

策をとった。百貨店と同規模の店舗でありながら，別会社方式にすることで，

各会社の店舗面積は百貨店法の基準以下となった。こうして疑似百貨店（問題）

が出現すると，各地の中小小売業者や百貨店から出店反対や批判が噴出した。

中小小売商に対して百貨店と変わらないくらいの影響力をもつ疑似百貨店を

百貨店法の規制対象にすべきだとの声が高まるなか，経済産業省（旧通産省）

は大規模小売企業に対して「特定店舗を有する企業が，店舗を新増設する際に

は，事前に通商産業局へ届け出ること」「店舗の新増設，広告，廉売，休日，

営業時間等について，地元と十分に調整を行うこと」「昭和４３年６月７日付の

通達を遵守すべきこと」を要請し，疑似百貨店に対する行政指導を強化した。９）

疑似百貨店問題をめぐっては，国内でも意見が分かれていた。経済同友会は

「流通部門の自由化，近代化に関する第一次提言」（１９６９年１月）で，次のよ

うな立場をとっていた。わが国の流通企業の国際競争力を高めるため，国際資

本の自由化の前に国内資本の自由化が必要である。そして政府は百貨店法，小

売商業調整特別措置法など旧来の流通機構を温存する政策や法制を再検討し，

流通新時代にふさわしい有効競争原理を導入した近代化，合理化対策とそれに

対応してキメの細かい中小商業構造改善政策を確立し，流通再編成の円滑化を

はかるべき，と主張した。物価安定推進会議は「行政介入と物価についての提

言」（１９７０年４月）の中で，疑似百貨店が増加しつつあり，一部に，法律上の

衡平の見地から百貨店法改正による規制の強化を求める声が高まっているが，

立遅れの著しい流通部門の近代化，合理化を推進し，物価の安定を図る見地か
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らは，かかる規制強化は妥当でなく，むしろ，一層競争環境の整備を図る方向

で百貨店法を運用するとともに，流通業の新たな事態に即応した行政介入のあ

り方を検討することが望ましいとした。１０）

全日本小売商団体連盟，日本専門店会，日本商店連盟，全国商店街振興組合

連合会，全国中小企業団体中央会，全国商工会連合会は「疑似百貨店の規制等

百貨店法改正に関する要望意見」（１９７２年４月）で，百貨店法改正にあたって

本法制定の趣旨・精神を十分尊重し，変更しないこと，疑似百貨店といわれる

量販店を法適用の対象に含めること，営業許可に当たっては都道府県知事の意

見を徴すること，時限立法としないこと，などを要望した。

大阪商工会議所は「流通近代化に関する要望」（１９７０年１０月）で公正競争

の立場から実質的，実体的に百貨店となんら変わらない営業活動を行いなが

ら，百貨店法の対象外にある疑似百貨店を同法の対象とすることとし，また僅

少な売り場増設については百貨店法を緩和する方向で検討することを要望し

た。１１）

中内�という独自の流通哲学をもつ企業家らによって進められたスーパーマ

ーケット経営は百貨店法そのものを見直しさせる動きとなった。産業構造審議

会流通部会の第１０回中間答申「流通革新下の小売商業－百貨店法改正の方向

－」では，百貨店法改正の方向性として「�流通近代化，消費者利益確保の視

点を法の中で明らかにする。�基準面積以上の大規模小売店舗の新増設につい

ては，許可制を事前届出制とし，通商産業大臣の勧告，措置命令等の規定を設

ける。�百貨店以外の新しい形態の大規模小売店舗を対象に含める。�営業時

間，休日等の行為規制については，新しい事態に配慮しつつ，なお，これを存

続する」こととした。１２）

注

１）経済企画庁 経済白書昭和４３年度版，１９６８年。

２）通商産業省編 流通革新下の小売商業，１９７２年，８６頁。通商産業省 通商産業政策史

１１，１９９１年，４０１－４１１頁。石原武政・加藤司編 日本の流通政策，２００９年。
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３）通商産業省 同上書，４１２頁。

４）矢部洋三編 現代日本経済史年表，２００８年。

５）伊藤元重 新流通産業，２００５年，２９５－２９６頁。

６）中内� 流通革命は終わらない，２０００年。

７）株式会社ダイエー ダイエーグループ３５年の記録，１９９２年。

８）鈴木安昭他 マテリアル 流通と商業，１９９７年，９２頁。

９）通商産業省編 流通革新下の小売商業，１９７２年，８１頁。１９６８年６月７日付の通達とは，

疑似百貨店に対し百貨店法の営業許可を受けるよう指導するとともに，それまでの間は広

告，商号，店員の服装等を各出店者毎に相互にまぎらわしくないよう区別し，消費者が同

一店舗であるとの誤解をもたないように指導を行うこととした。

１０）通商産業省 通商産業政策史 第１３巻，１９９１年，５０１頁。

１１）通商産業省 同上書，５０１－５０２頁。

１２）通商産業省編 流通革新下の小売商業，１９７２年，８６頁。

�．大店法の時代

中小小売業者の事業機会を確保するため，政府は百貨店，スーパーマーケッ

トの大型店の出店を規制するために「大規模小売店舗における小売業の事業活

動の調整に関する法律」を１９７３年に制定し，翌７４年に施行することにした。

これに伴い百貨店法は廃止される。

大店法は大規模小売店舗の周辺の中小小売業の事業活動を適正に確保し，小

売業の正常な発達を図ることを直接的な目的とし，その目的が達成されれば，

国民経済の健全な進展に至ることになる。この目的の達成手段が大規模小売店

舗における小売業の事業活動の調整であった。その場合，消費者の利益が妨げ

られることも予想されるので，「消費者利益の保護」が配慮要因として大店法

に明記された。だが同法の実際の運用では消費者利益の保護はあくまで配慮事

項にとどまり，小売業者にとってもその経営規模に応じて不満の残るものであ

り，事業活動の調整では紛争が後を絶たなかった。１）

大店法施行により大型店の出店意欲が削がれたかというと，そうではなかっ

た。１９７４年施行の大店法の出店規制にもかかわらず，スーパーマーケットの
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昭和４９ ５０ ５１ ５２ 計 ４９年店舗数

１，５００m２以上 １ ６ ８ １４ ２９ ２，２６２

１，５００m２未満－１，０００m２未満 １ ３２ ７１ １８３ ２８７ １，７６６

１，０００m２未満－５００m２以上 １ ６ ２１ ８２ １１０ ５，６５６

５００m２未満 ０ １ ５ ２９ ３５ １，４７６，５６７

計 ３ ４５ １０５ ３０８ ４６１ １，４８６，２５１

図表１ １９７４年から１９７７年までの国内の店舗紛争・調整件数

（注）１．調査対象期間 昭和４９年３月１日－５２年１２月３１日
２．紛争・調整件数は，当初の出店計画に対し，条例・要綱等により店舗面積等
が削除されたもの及び付帯条件の付いたものをいう。

３．年の欄は話し合いに入った時期を示している。
４．面積の欄は計画時の面積を示している。
５．昭和４９年店舗数は商業統計（参考）

（注） 通商産業省 通商産業政策史 第１３巻，１９９１年，５１７頁。

出店は止まらなかった。大店法の施行後の建物新設の届出件数をみると１９７４

年３９８件，１９７５年２８０件，１９７６年２６５件，１９７７年３１８件，１９７８年２４３件，わ

ずか５年間で１，５０４件にのぼっており，大店法施行前の大型店数が約１，７００店

舗であったことを鑑みると出店意欲は依然として旺盛であったことがわかる。２）

中小小売業者の間では大型店の進出に対して深刻な危機意識が高まってい

た。各地で工事着工禁止，出店審査の見直しを求める行政訴訟，協定違反を主

張する不動産仮処分申請などがおこなわれ，他方，大型店側からは妨害禁止の

仮処分申請が出されるなど大型店出店をめぐる混乱は収まらなかった。３）それど

ころか大店法対象外の中型店の出店について各地で混乱が発生していた。１９７４

年から１９７７年の数年間に１，５００m２以上と１，５００m２未満の店舗紛争・調整件数

は，４６１件に及んでいた。

大分市では商調協が出店打ち止めを表明し，仙台市では一般小売商が出店凍

結宣言を出し，大阪府の豊中市，熊本市の地方自治体では大店法の対象外の店

舗規模のものを規制対象にする独自規制の動きがみられた。１９７８年には３９都

県，１７０市町村に大型店規制のための条例等が制定された。このような規制の
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動きに対して消費者利益に反するものだとか参入障壁が小売の効率化を妨げる

との声が上がっていた。

地方自治体による大型店の規制の動きから政府は，１９７８年に大店法を改正

することになる。改正大店法の要点は次の４点である。�調整対象面積の引き

下げ：１，５００m２以上の店舗は第一種大規模小売店舗，１，５００m２未満で５００m２以

上の店舗を第二種大規模小売店舗とした。�調整権限：第一種大規模小売店舗

は，通産大臣が調整するとし，第二種については都道府県知事が調整権限を有

することになった。第一種の届け出も知事を経由し，知事も大臣に意見を述べ

ることができる。市町村長も通知を受け，知事に意見を述べることができる。

�期間延長：届け出から勧告までの期間を３か月から４か月に改め，必要に応

じて更に４か月を限度に延長できる。また公示から開店までの期間を６か月か

ら７か月経過後と延長した。�商調協：商調協が通達による位置づけから本法

施行規則で位置づけられた。また産業政策局長通達により，事前商調協の審議

期間をおおむね８か月に限り，正式商調協の審議期間を２か月（必要なら４か

月延長）とすること，および広域商調協を設けることなどが定められた。

改正大店法は１９７９年５月１４日から施行されたが，出店紛争は依然として各

地で発生していた。大型店出店凍結宣言は，１９８０年時点で２７都道府県６２市

町に及んでいた。このため通産省は１９８１年１０月８日に年内の「大規模小売店

舗の届け出の自粛」について産業政策局長の通達を出した。この自粛通達は，

１９８２年１月末まで延長されることになる。産業政策局長と中小企業庁長官の

私的諮問機関である「大型店問題懇談会」は最終報告書を出して，１９８２年１

月に大型店の出店届け出が依然として高い水準にある一方，小売業の競争環境

が一段と厳しくなっており，中小小売商の経営も困難の度を加えていること，

このため大型店の出店を巡る紛争が各地で発生している点を指摘している。そ

して最近の諸情勢など現下の緊急性に鑑みて具体的対応策を打ち出すべきとし

た。大型店の出店抑制では，特定の大手小売業者（百貨店１０社：三越，大丸，

�島屋，西武百貨店，松坂屋，東急百貨店，丸井，阪急百貨店，伊勢丹，そご

現 代 流 通 動 態 論 ９７



う，スーパー１０社：ダイエー，イトーヨーカ堂，西友ストア，ジャスコ，ニ

チイ，ユニー，長崎屋，ユニード，寿屋，忠実屋）の個別指導，大型店の出店

が相当水準に達している地域への大型店の出店の自粛の指導，小規模市町村

（人口３万人未満）への新設の届け出は慎重に扱うなどの措置を講ずるべきと

した。この大型店問題懇談会の最終報告を受けて１９８２年１月に産業政策局長

通達「大規模小売店舗の届出に係わる当面の措置」が出され，大店法の運用は

「当分の間，抑制的」におこなうとして大型店出店抑制政策をとることにな

る。４）

「８０年代の流通産業ビジョン」は，大型店の急激な出店により地域商業環境

が変わり，当該地域の中小小売業者の近代化努力が妨げられるようなことが

あってはならないとの立場をとっていた。「大規模小売店舗の届出に係わる当

面の措置」が１９８２年２月から実施され，効果を発揮しているとして，現行調

整制度の充実を図る必要があるとしている。５）しかし「９０年代の流通ビジョン」

では大店法制定後１５年余を経過した現在，ライフスタイルの多様化など情勢

変化がみられると指摘している。つまり，大店法の枠組み自体は維持しなが

ら，出店調整制度の運営については，経済社会情勢の変化に対応するととも

に，その本来の趣旨から逸脱した運用実態を適正化する方向性を打ち出した。６）

大店法の廃止に向かって規制緩和がおこなわれていくことになるが，地方自

治体の間では大店法の規制の範囲を超えて独自に規制に乗り出す動きがあっ

た。

注

１）藤原真史 「大店法廃止の政治過程」，早稲田政治公法研究第６２号，１９９９年，１５４頁。

２）通商産業省 通商産業政策史 第１３巻，１９９１年，５１６頁。

３）通商産業省 同上書，５１７頁。

４）日経流通新聞編 流通現代史，１９９３年，２０３－２０４頁，坂本秀夫著 大型店出店調整問題，

１９９９年，２５－２７頁。

５）通商産業省 ８０年代の流通産業ビジョン，１９８４年，９３頁。
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６）通商産業省 ９０年代の流通ビジョン，１９８９年，１６９－１８２頁。

�．大店法などの規制緩和の動き

１９８９年は昭和から平成へと時代転換の分水嶺の年であった。この年の１２月

地中海のマルタ島で米ソ首脳会談がおこなわれ，東西冷戦終結宣言が出され

た。世界は新しい枠組みを模索し始めていた。

欧米諸国は１９８０年代にはいって対日貿易赤字が深刻化し，貿易摩擦が生じ

てくると，わが国に輸入の拡大と市場開放にたいする要求を強めた。ECは

１９８２年３月に日本の市場開放に関して GATT２３条第１項に基づく協議を求め

た。同年１１月にアメリカ通商代表部は，議会に提出した報告書「日本の対米

貿易障壁と最近の日本政府の対応策」において，アメリカ側の日本の貿易障壁

と市場開放策にたいする考え方を示した。１）

欧米諸国は，わが国の流通機構や商慣行を非関税障壁にあたるとみていた。

わが国の流通機構が複雑で閉鎖的であることは，�メーカーによる卸，小売の

系列化が外国製品の日本市場への参入を妨げていることや，�輸入品の流通コ

ストが高く，輸入品拡大の阻害要因になっている，ことから明らかであった。２）

また欧米諸国の企業が日本市場に参入できないのは，わが国の商慣行にその原

因があると見ていた。具体的には，たとえば「取引にあたって人間関係を重視

すること」「長期的，安定的取引関係を重視すること」「契約書によらない取引

があること」「取引における意思決定の遅さ，不透明さ」「品質，デリバリーに

対する厳しい要求」「返品，派遣店員などの取引慣行」などを指摘し，これら

が日本市場参入の妨げになっていると見ていた。３）

規制緩和の動きについては，すでに１９７０年代後半に先進工業諸国におい

て，これまでの様々な規制や統制が累積し，自由な市場の機能障害が問題とな

り始めていた。いちはやくアメリカ，イギリスそしてニュージーランドが規制

緩和に取り組み，少し遅れて日本も着手することになる。４）１９８６年６月にトロ
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ントで開催された先進国サミットで，日本の取り組む課題として内需主導型成

長を維持し持続させるために，構造改革をおこなっていくことが打ち出され

た。そして土地利用政策および流通制度を含む主要部門における政府規制の改

革を推進することが課題とされた。１９８８年に臨時行政改革推進審議会が公的

規制緩和の答申を出し，これを受けて同年１２月に政府は「規制緩和推進要綱」

を閣議決定した。

わが国とアメリカとの関係では，アメリカの対日赤字が膨らんでいくにつれ

て，日本市場の閉鎖性が問題視された。日米貿易摩擦解消のため１９８９年９月

に日米構造協議第１回会合が東京で開催された。この第１回の構造協議でアメ

リカ側から指摘された点は，貯蓄・投資パターン，土地利用，流通，排他的取

引慣行，系列，価格メカニズムの問題であった。流通については大店法が，本

来は国内の中小小売商と大手小売資本との問題解決から端を発したものであっ

たが，この時期では国際的な問題として取り上げられ，廃止をめぐっての議論

に変わっていく。

大店法については１９８６年９月に欧州議会が対日決議で大店法の撤廃を決議

し，そして同年１１月にアメリカが大店法の改善措置を要求していた。そして

１９８９年の日米構造協議でアメリカ側が大店法の緩和を強く要請したことから

１９９０年５月，大店法運用適正化通達が出される。この日米構造協議で，日本

側は次のような規制緩和措置をとることを約束した。５）

１．出店調整処理期間を１年半以内とする。

所轄通商産業局に出店計画についての通達に定める所要事項の説明がな

された日をもって出店表明日とする。届出はすべて受理される。

２．輸入品売場については，店舗面積の一定増（１００m２以下）について調整

手続きを不要とする。

３．規制対象となる閉店時刻を午後６時から７時以降へ，規制対象となる休

業日数を月４日未満から年間４４日未満へそれぞれ緩和する。

４．商業活動調整協議会の審議内容の一層の開示，出店調整手続きの透明性
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を向上する。

５．政府として，運用適正化および地方公共団体の独自規制の適正化の実行

があがるように努力する。

大店法の規制緩和措置が１９９０年５月にとられ，出店調整期間は１年半以内

とする改正措置により，出店調整期間を長引かせる出店阻止行動はとれなく

なった。さらに１９９２年１月には改正大店法が施行された。同年の改正の基本

的視点は，１．消費者利益への十分な配慮，２．手続きの迅速性，明確性，透

明性の確保，３．輸入拡大の国際的要請への配慮である。改正の骨子は次の通

りである。

１．出店調整期間は１年以内（地元説明４ヶ月＋大店審８ヶ月）とする。

２．商業活動調整協議会を廃止して，その機能を大規模小売店舗審議会に一

本化する。

３．これまで運用で実施されていた出店表明，事前説明を廃止する。

４．第１種大規模小売店舗と第２種大規模小売店舗の定義を変更する。第１

種大規模小売店舗は３，０００m２以上（東京都の特別区と政令指定都市は

６，０００m２以上），第２種大規模小売店舗は５００m２以上３，０００m２未満（東京

都の特別区と政令指定都市は５００m２以上６，０００m２未満）とする。

そして１９９４年には売場面積１，０００m２未満の店舗の場合，原則出店自由とす

る，閉店時刻の届出不要基準を午後７時から８時に延長する，年間休業日数の

届出不要基準を年間４４日から２４日に短縮するなどの一層の緩和措置が打ち出

された。そして１９９５年に政府は規制緩和推進３カ年計画で大店法を１９９７年度

末までに見直すことを決めた。アメリカ政府は，１９９７年１０月に大店法の完全

廃止を日米次官級協議で要求し，自民党内でも大店法見直しの議論が活発化し

ていた。

大店法は１９９０年，１９９２年，１９９４年の３回の改正で，なし崩し的に緩和の方

向で進んでいくことになる。大店法の緩和に伴い大型店の郊外出店が強まり，

都市の商店街から郊外に顧客の流出も強まっていった。全国商工会連合会で
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図表２ 大規模小売店舗届出件数の推移

（注） 総務庁編 規制緩和白書（９９年版），１９９９年より作成。

は，１９９７年１０月に大店法規制緩和絶対反対を決議したが，大店法の見直しの

方向に変更はなく，１９９７年１２月に産業構造審議会流通部会・中小企業政策審

議会流通小委員会合同会議において「大規模小売店舗立地法（仮称）」が提案

された。６）そして１９９８年に大店法に代わる大規模小売店舗立地法と中心市街地

活性化法，改正都市計画法からなるまちづくり三法が制定された。７）

大店法が１９９０年から同法廃止までの間に数度にわたり規制緩和がおこなわ

れ，これにより大型店の届出件数は第１種，第２種あわせて１９８９年の７９４件

から１９９０年に１，６６７件，１９９８年には１，６８１件となった。

大型店の進出が容易になったことで都市や郊外では，ディスカウンターや量

販店間の異業態間競争や同業態間競争が激しくなり，こうした競争の結果，価

格は引き下げられていった。小売競争の展開の中で中小小売商店数は１９８２年

の１７２万店をピークに１９８５年に１６３万店，１９８８年１６２万店へと減少してい

く。小売商店数の減少は現在に至るまで歯止めがかからず，どこまで減少を�
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図表３ 小売商店従業者規模別の推移

（注） 通産省編 ２１世紀に向けた流通ビジョン，１９９５年より作成。

るのか予測がつかない。小売商店の中でも減少が目立つのは零細小売商店であ

る。その原因としては，大店法の緩和による店舗周辺，郊外地域における大型

店の出店による影響に加えて，経営者の高齢化，後継者難，少子化などの要因

が複合的に作用し合った結果だと考えられる。

大店法の廃止は，国内の流通環境の変化もあったものの，欧米からの外圧と

いう力に引っ張られて政府当局や世論が動いた結果であった。アメリカ政府

は，１９９７年に大店法や商調法などの市場調整メカニズムは，競争を制限し，

（商業）施設開発の意欲をそぐことにより，外国製品及び外国投資の市場アク

セスへの障壁として作用しているとの立場をとっていた。大店法は非生産的な

中小小売店舗を保護し，消費者の利便を減殺し，長期的には中小小売業者の利

益をも阻害する，という行政改革委員会規制緩和小委員会の結論を全面的に支

持する態度を表明し，強く大店法，商調法などの廃止を求めた。８）

また EUは１９９７年までに大店法の大幅改正を求め，大店法における届出処
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積極的評価 消極的評価

・ 大型店の出店は地域社会に大きな影響
を与えるものであり，大店法は大型店の
出店に際して住民等の意見を聴取するこ
とにより，地域におけるコミュニケー
ション手段として機能している。
・ 規制緩和をしても大型店の出店を巡る
紛争がなくなるわけではなく，大店法は
全国で統一・透明なルールを定め，紛争
費用を低下させている。
・ 大店法があることにより，地方の行き
過ぎた独自規制が抑制され，円滑な出店
が可能になっている。

・ 出店者が店舗面積を「底上げ」して届
け出ているのではないかと見られる場合
があり，本当はどれだけの面積が必要な
のか判断に苦労する。

・ 閉店時刻，休業日数の規制は，コンビ
ニが普及している現在，意味がない。

・ 国レベルで統一的なルールがあるの
で，地方の実情に合わせた規制ができな
い。

・ 実態的に，中小小売業の事業活動の機
会の確保に役立っていない。

図表４ 大店法の評価

（注） 産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申『これ
からの大店政策－大店法からの政策転換』１９９８年，５５－５６頁。

理手続の簡素化・迅速化を求めた。かつ大店法の枠組みを超えて，大規模小売

店の開設を制限したり，小売業者間の競争を阻害する内容の地方条例の撤廃を

求めた。９）

国内では大店法をめぐって，同法が機能しているとして積極的に評価する動

きと，そうでないとの消極的意見とがあった。１０）

当時，大店法をめぐっては大きくは積極派，消極派とにわかれていたが，も

う少しみれば，いくつかの観点から大店法の存続をめぐって意見が分かれてい

た。１１）大店法無用論は，そもそも大店法は必要でないとみた。参入規制は小売

業の有効な競争を阻害するもので，流通の効率化・近代化にとってもマイナス

効果である。自由な競争を通じて消費者の選別に耐えることができるものだけ

が生き残るようにすべきである。中小小売商を保護する目的で法律を厳しく運

用してきたが，１９８２（昭和５７）年から小売商店数は激減してきており，大店

法は小規模小売商の存続に有効に働いていないとみた。競争秩序維持論は公正

な競争秩序を維持していくためには，大店法は必要であるとする立場である。

大店法は必要であるとしながらも，あくまで中小小売商が体力をつけるまでの

１０４ 松山大学論集 第２２巻 第４号



緊急避難措置とするのが，緊急避難的調整論である。小売世界では諸機関に発

達速度に違いがあり，速度の早い分野についてその速度調整をして，一方遅れ

ている分野の近代化を図ろうとする立場である。大型店の急成長は中小小売商

の倒産やそれによる失業の発生の恐れが強い。また小売機関の中には中小小売

商のように力の弱いものも多数存在する。そのため金融援助，経営指導などに

より体質改善措置を講じるべきとする。中小小売商保護論は中小小売商には生

存権ないし生業権があり，これを認めるべきであるとして中小小売商保護を求

めている。これら以外にも大型店の出店については地域レベルで総合的に調整

しなければならないとする地域主義論や当該地域の行政人口，商圏人口を基準

にして，総売り場面積を算定し，これを大型店と中小小売商に一定の比率で割

り当てるべきだとする総量規制論などがあった。１２）

「米国通商代表部（USTR）外国貿易障壁報告」（２０００年３月）では，日本の

流通システムは多くの規制があり，非効率的であるため貿易や対日投資に対す

る大きな障壁になっているとの立場を崩さない。また法律や規制，慣行が流通

コストを高くする原因になっていると捉えている。大店法については輸入製品

を取り扱う可能性の高い大規模小売店舗の新設，拡張，営業を制限し，外国の

投資家，輸出業者にたいする障害になっていたこと，大規模店舗の営業を規制

することでコストを上昇させ，小売業の生産性を低下させ，国内新規投資を妨

げ，製品やサービスの選択の幅を狭め，消費者に不利益をもたらしているとの

見方を示した。大店法が廃止され，大店立地法が２０００年６月から施行される

にあたり，大店立地法の下では地方自治体が大店立地法が許す範囲を超える厳

しい制限を新規の大規模小売店舗に適用することはできず，また競争を理由に

新たな大規模小売店舗の参入を制限することもできないとの考えを示した。１３）

規制緩和の動きは１９８０年代前後からアメリカ，イギリスで始まっていた

が，我が国では第２次臨調発足（８１年）以前に国民負担の軽減，行政事務の

簡素化・合理化などから規制緩和がはじまっていた。政府は１９７７年に１，２４０

事項の許認可等について廃止，権限委譲などの許認可等整理合理化計画を閣議
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決定している。１４）本格的な規制緩和は第２次臨調以降であり，民間活力の発

揮，国民生活重視などの観点から進められた。

元来，各分野で規制が加えられてきたのは，産業の発展，消費者の利益や国

民生活の安定など，これらにとってのぞましいという観点からであった。しか

し１９８０年代に入ると公的規制が経済の発展や競争促進の足かせとなってい

た。そこで規制緩和をおこなうことで企業のビジネスチャンスを拡大させ，消

費者の選択を多様化させることによって内需の掘り起こしや，内外価格差の縮

小などが可能になると期待された。１５）

１９８０年代半ば以降の円高の進行で輸入物価は下がったにもかかわらず，国

民の間では，生活面で豊かさの実感が伴わないという状況がつづいていた。経

済企画庁の物価レポート８９で大半の商品が他の先進国より高いのは，政府の

規制が強いエネルギー・水道，運輸・通信，食料品などの商品・サービスであ

ることが分かった。ここに酒類販売規制の緩和，米流通の規制緩和，再販制（再

販売価格維持制度）指定商品の縮小，通信自由化，売電制度導入，運輸業の需

給調整制度緩和，特定石油製品輸入暫定措置法の廃止などの制度改正に至る。１６）

また国際化の中で規制緩和は避けて通れず，また豊かな国民生活の実現，経済

活性化，国民負担の軽減などの観点からも規制緩和に期待がかかった。１７）

酒類販売免許制度については，新規参入を妨げるもので，アメリカから競争

制限的制度として指摘され，見直しが求められた。酒類販売免許は，従来は，

既存の酒販小売店から一定の距離を置く距離基準と一定の人口に割り当てる人

口基準の二つの規制があった。しかし需給調整要件としての「距離基準」は

２００１年に，「人口基準」は２００３年に廃止され，酒類販売の自由化を迎えた。

小売店にとって酒類の自由化は集客力の強化は言うまでもなく，利益率の高い

他の商品を同時に売ることも出来る「マグネット効果」が期待できた。

独占禁止法ではメーカーが取引先である卸売業者や小売業者などに対して卸

売価格，小売価格を指示して，これを維持する行為，いわゆる再販売価格維持

制度は価格競争を妨げるものとして認めていない。しかし公正取引委員会が指
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定する再販指定商品は，独占禁止法の適用から除外されていた。医薬品，化粧

品は再販指定商品の対象になっていたが，たとえば平成９年に再販指定商品

（医薬品・化粧品）の指定取り消しがおこなわれ，化粧品や医薬品などでは価

格低下が始まった。また医薬品販売規制の見直しもおこなわれ，１９９９（平成

１１）年にビタミン含有保健剤，健胃清涼剤，外皮消毒剤，トローチ，軟膏剤，

絆創膏，カルシウム剤など人体に対する作用が緩やかで，販売業者による情報

提供の努力義務を課すまでもない１５製品群については，一般小売店でも販売

が可能となった。

注

１）通商産業省 通商白書昭和５８年版，１９８３年，なお経済企画庁，輸入品の流通及び商慣

行，１９８６年も参照のこと。

２）通商産業省 通商白書昭和５８年版，１９８３年。

３）経済企画庁 輸入品の流通及び商慣行，１９８６年。

４）猪木武徳著 戦後世界経済史，２００９年，２８３頁。

５）知念肇 現代日本流通論，１９９７年。

６）川野訓志「大規模小売店舗法」，石原武政・加藤司，日本の流通政策，２００９年所収

７）産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申『これか

らの大店政策－大店法からの政策転換』，１９９８年，流通経済の手引１９９９年版，１９９９年，

峰尾美也子「大規模小売店舗に関する出店規制の変遷と評価枠組み」，経営論集第７１号，

２００８年３月。

８）産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申『これか

らの大店政策－大店法からの政策転換』，１９９８年，１１５頁。

９）産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申『これか

らの大店政策－大店法からの政策転換』，１９９８年，１１６頁。

１０）産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申『これか

らの大店政策－大店法からの政策転換』，１９９８年，５５－５６頁。

１１）関根孝 小売競争の視点，２０００年，１７４－１７９頁。

１２）同上書，１７４－１７９頁。

１３）「米国通商代表部（USTR）外国貿易障壁報告」，２０００年３月
１４）経済企画庁 平成６年年次経済報告，１９９４年，http://wp.cao.go.jp/zenbun/keizai/wp-je９５/
wp-je９５-００１０２.html #sb１.２.２より。
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１５）経済企画庁 平成６年年次経済報告，１９９４年，http://wp.cao.go.jp/zenbun/keizai/wp-je ９５/
wp-je９５-００１０２.html #sb１.２.２より。

１６）FRI経済研究所・日本経済研究センター共同研究「ネットワーク時代の流通業」FRI研
究レポート，No.５１, May１９９９。

１７）総務庁編 規制緩和白書９９年版，１９９９年。

�．コンビニエンス・ストア

大型店の出店規制と中小売商による大型店出店反対運動が強まる中，大手ス

ーパー資本は大店法の規制対象外であるコンビニエンス・ストアという新業態

に注目した。イトーヨーカ堂，ダイエー，ジャスコがこの業態に進出していく

が，事業方式としてはフランチャイズ方式を採用することになる。小規模な小

売商店は業態転換で新たな小売成長の機会をつかもうとした。セブン－イレブ

ンは１９７４年に東京都江東区で第１号店を誕生させるが，１９８０年には１，０００店

を達成し，１９８４年には２，０００店達成という急成長を遂げていた。

コンビニエンス・ストアは住宅地，市街地，郊外地域に短期間のうちに立地

することになる。気軽に利用できる消費者密着型ともいえる，これまでにない

２４時間営業の生活用品を提供する店舗の出現は，零細小売商店に大きな影響

を及ぼすことになる。

単身世帯の増加，深夜労働の動きなど社会の変化が，そしてこの業態利用者

にとっては，既存の身近な小売商店にはない斬新でかつ明るい買い物空間が，

コンビニエンス・ストアの業態普及につながった。コンビニエンス・ストアは

狭い売場で高い売上高を追求する業態である。平均３０坪の売場には２，４００－

３，０００アイテムの商品が販売されていて，１）若い世代にマッチした品揃えがなさ

れていた。常に新商品を開発・投入し，話題性など，様々な要素が相互的に絡

みあって高い売上高を可能にした。

コンビニエンス・ストアは公衆電気通信法改正（１９８２年），酒類販売免許の

許可基準緩和（１９８９年），改正景品表示法の施行（１９９６年），新食糧法の施行
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（１９９６年），旅行業法の規制緩和（１９９７年），医薬品販売規制の緩和（１９９９年），

銀行法の規制緩和（１９９９年），日本道路公団のサービスエリアの利用制限緩和

（１９９９年），酒類販売の実質自由化（２００３年），医薬品販売の規制緩和（２００４

年）など一連の規制緩和を小売成長の機会として巧みに利用したといえよう。

情報システム，物流システムの高次化をはかりながら業務の効率を追求すると

ともにコメ，旅行商品，医薬品など新商品の投入で，他の小売業態にないスピ

ード感で差異化を推し進めてきた。ただ１９８０年代に店舗数，売上高，一日あ

たり平均日商を伸ばしてきたコンビニエンス・ストアも，１９９０年代に入ると

一日平均日商が減少傾向に入っていた。急成長を遂げてきたコンビニエンス・

ストアもスーパーマーケットの長時間営業や１００円ショップ，ドラッグストア

などの業態との競争に直面して，これまでの競争優位を維持できた環境は変

わってきた。今後，高齢化や環境志向，エコ志向，健康志向など社会の動向に

適応する形でコンビニエンス・ストアも姿を変えていかざるをえないだろう。

注

１）石井淳蔵，向山雅夫 小売業の業態革新，２００９年，１８１頁

�．開発輸入と並行輸入の拡大

１９７０年代中頃から，日本経済は世界経済において強い影響力をもちはじめ

る。わが国の製造業は，価格競争力を背景に輸出を増やし，貿易黒字を拡大し

ていった。我が国の輸入は輸出ほどに伸びず，先進諸国から日本市場の閉鎖性

を指摘されることになる。

アメリカは巨大な双子の赤字（国際収支と財政）を抱えて，この解消に取り

組まなければならなかった。１９８５年９月，ニーヨークのプラザホテルでの先

進国５カ国蔵相会議（G５）で，ドル高是正への協調介入の合意がなされた。

これを受けて円相場は１９８６年１月に１ドル＝２００円を突破して８月には１５２
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円へ，さらに１９８８年１月には１２１円に達し，円高が定着した。だが円高によ

り輸出産業は大きな打撃を受けた。これを緩和するために政府は公定歩合の引

き下げなどの金融緩和措置や公共事業の拡大を通して内需主導型の景気対策を

実施した。１）これがバブル経済を生み出すことになった。円高，原油安，輸入物

価の低下から消費者物価は安定し，家計の実質所得は増加した。個人や企業は

資金を株式や土地に投資し，証券ブームや土地ブームを引き起こした。

１９８０年代，百貨店，スーパー資本などの大手小売企業は，大店法の運用強

化，東南アジア市場の潜在的成長性，円高に伴う東南アジアへの渡航者の増加

などから出店の矛先を海外，とくにアジアに向けた。そして１９８０年代の円高

により大手小売企業は輸入品の取り扱いに力を入れ，各社が輸入品フェアや円

高還元セールを実施した。本来，大手小売企業では，輸入品を集客力の一手段

として位置づける傾向にあったが，次第に収益性を重視した輸入品販売戦略や

商品政策のひとつとしてみるようになった。大手小売企業は，こぞって生産コ

ストの低い東南アジア諸国などの地域から仕入れ・調達を本格化させていっ

た。２）タイやマレーシアなどに買付事務所を新設したり，開発輸入の動きも目立

つようになった。

円高基調の定着で大手小売業は自主的マーチャンダイジングのひとつとして

開発輸入を一段と本格化させた。百貨店やチェーン・ストアは，開発輸入は商

品の価格競争力を高め，粗利益の向上が期待できるとして，海外とりわけ東南

アジア諸国との結びつきをより強めていった。消費者の輸入製品に対する関心

も高いものがあった。しかし衣料品であれば，従来，小売業が提供する輸入製

品は高価格でデザイン，サイズなどで消費者のニーズにあわないこともあっ

た。そこで円高の動きを受けて流通業者の消費者ニーズに合致した仕様指定に

よる開発輸入が活発になる。小売企業の輸入品仕入れ額に占める開発輸入品の

割合は１９８３年度から１９８７年度に７％から２０％に増加している。

開発輸入が小売業界で注目されることになるが，日本の国内市場向けに海外

の工場で委託生産し，その商品を輸入することに全く問題がなかったわけでは
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図表５ 小売企業の開発輸入品仕入額及
び輸入品仕入れに占める開発輸入
品の割合の推移

図表６ 開発輸入についての問題点

（備考） １．回答は３つまで。
２．回答企業に対する割合。

通産省 通商白書 昭和６３年版，１９８８年，
８０頁。

（備考） １．開発輸入品仕入額は，回答
企業１社当たり平均額，円ベ
ース。

２．輸入品仕入れに占める開発
輸入商品の割合は，回答企業の
輸入品仕入額合計に対する開
発輸入品仕入額合計の割合。

通産省 通商白書 昭和６３年版，１９８８
年，７９頁。

ない。小売企業が開発輸入を進めていこうとすれば，そこには現地の生産委託

先の技術指導・技術力や委託先の採算を満たす発注量など様々な問題を解決し

なければならなかった。３）

開発輸入と並んで，並行輸入が注目された。ヨーロッパの商品は，かつて消

費者の間でこれまで舶来品として特別の感情をもって受け容れられていた。消

費者の海外ブランド品信仰もこのような所に起因しているのかもしれない。ま

たゆたかな社会になって消費者がモノによって他者との違いを示したいとする

心理がブランド品の購入動機になっていた。ただ高級ブランド品が輸入総代理

店制度のもとで販売されているため高価格となっていた。このため閉鎖的な流
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通システムである輸入総代理店経由のチャネルに対峙するものとして並行輸入

が台頭してきた。並行輸入は，輸入総代理店以外の者が輸入総代理店を通して

販売されている当該ブランド品を総代理店以外の第三者ルートから直接輸入す

るものである。並行輸入によってウィスキー，ブランデー，ネクタイ，スカー

フ，ハンドバッグなどの人気の高い欧米ブランド品が輸入総代理店チャネルよ

りも安く買えることから消費者は歓迎した。

並行輸入品ブームは円高により欧米各地を多くの観光客が訪ねるようにな

り，国内の海外高級ブランドの価格と現地の価格の乖離を知るようになったこ

とが一因している。国内では円高基調にもかかわらずブランド品の価格が値下

がりしていないことから，並行輸入品が歓迎されたのは当然であった。百貨店

やスーパーなどの大手小売企業の多くも並行輸入品を，その仕入れ価格が輸入

総代理店経由よりも安いとか，総代理店からの商品の入手が困難などの理由か

ら取り扱った。このため輸入総代理店経由の有名ブランドは，随所で並行輸入

品とのブランド内価格競争にさらされることになった。

図表７ 並行輸入品を扱っている理由

（注） A：仕入価格が総代理店経由のものより安いから
B：総代理店からの商品の入手が困難であるから
C：その他
通産省 通商白書 平成元年版，１９８９年，１５９頁。
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注

１）矢野恒太郎記念会編 日本国勢図会数字で見る日本の１００年，２００６年。

２）日本興業銀行 興銀調査２３３，１９８７，No.２，２０３頁。
３）通商産業省 通商白書 昭和６３年版，１９８８年。

�．価格競争の本格化

バブル崩壊で景気後退が長期化の様子を見せ始めた。消費者は企業のリスト

ラ，賃金カット，解雇などから生活防衛意識を強め，低価格志向の買物行動を

とるようになった。消費者動向実態調査（平成６年１２月）によれば，食料品

や日常生活用品，家電製品の購入にあたってディスカウントストア，大型スーパ

ーが利用されていることが顧客シェアの伸びから分かる。一般小売店は軒並み

顧客シェアを縮小させており，消費者が低価格志向を強めていたことが窺える。

百 貨 店 コンビニエ
ンスストア

大 型
ス ー パ ー

中 小
ス ー パ ー

ディスカウ
ントストア 一般小売店

日常衣料品 －２．６ ０．４ ２．３ －０．３ ２．３ －４．４

その他衣料品 －２．４ ０．１ １．７ －０．２ ２．９ －２．３

加 工 食 品 －０．１ ０．６ ２．９ －０．７ ０．８ ２．３

酒 類 －１．０ １．９ ２．７ １．１ １８．７ －２０．４

飲 料 ０．０ ２．４ １．６ －０．９ ４．７ －７．４

肉 類 ０．８ ０．０ ２．７ ０．３ １．０ －４．１

野菜・果実 ０．２ ０．３ ２．１ ０．８ ０．４ －３．４

日 用 雑 貨 ０．０ ０．８ １．１ －１．１ ４．１ －３．５

家 電 製 品 －０．７ ０．０ １．０ ０．２ ６．８ －７．８

化 粧 品 ０．１ ０．８ １．３ ０．３ １．０ －３．４

娯 楽 品 －１．８ ０．１ －０．２ －０．３ ４．７ －３．４

図表８ この５年間における消費者の商品購入先業態の変化

資料：中小企業庁「消費者動向実態調査」６年１２月
（注） 上表の増減値については，「現在の商品購入先業態の選好度」－「５年前の商品購入先

業態の選好度」により算出し，プラスとなるものは顧客シェアの拡大，マイナスとな
るものはシェア縮小を表す。

中小企業庁 中小企業白書 平成７年版，１９９５年，１１１頁。
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大手小売企業では競争過程で仕入単価の引き下げ，粗利益の削減，人員削

減，商品の買取り制など，様々な方策をとりながら価格引き下げ努力をおこ

なった。大手スーパー資本では PB商品の開発に一層力を入れ，NB商品より

も安い価格を実現している。これは流通側からのメーカーに対する価格引き下

げ圧力として作用し，１）全体として低価格化の動きを促進したと考えられる。

１９９０年代の「価格破壊」「価格革命」現象をみていくと，いくつかの要因によっ

て引き起こされていたことがわかる。製造企業は「プロセス・イノベーション」

に力を入れ，その結果，コスト削減をもたらし価格の引き下げを実現してい

た。２）

１９９２年１月の大店法改正で出店調整期間の短縮や出店表明，事前説明が廃

止となり大型店の出店が容易となった。１９９２年の大店法改正から１９９４年１１

月にかけて大店法３条届出の状況をみると第１種（第１種は店舗面積３，０００m２

図表９ 改正大店法（平成４年１月末）施行後の大型店出店状況

（注） 平成６年１１月末までに受理した件数による。
経済企画庁，平成７年年次経済報告 日本経済のダイナミズムの復活
をめざして」１９９５年。
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以上，東京２３区と政令指定都市は６，０００m２以上）ではホームセンターが，第

２種（第２種は店舗面積５００m２以上）では衣料品専門店，家電専門店が高い

水準となっている。これらディスカウンター業態の積極的な出店が価格競争を

強めていた。

ホームセンターは他の業態が取り扱わない日曜大工用品，家庭用日用品，園

芸品，ペット用品，レジャー用品などの総合的品揃えに特徴がある。１９８０年

代，１９９０年代に専門業者を市場とするだけでなく瞬く間に消費者市場に浸透

していった。ホームセンターの品揃え幅の拡大は家具専門店，総合スーパー，

家電量販店と品揃えや価格面で競合するものであった。

ディスカウンターなどの低価格販売の動きは，既存の国内流通業者に価格引

き下げをせざるを得ない環境を作り出した。大手スーパー資本は製造企業の遊

休設備を利用するなどして PB商品の開発や直輸入に力を入れ，百貨店も PB

商品の取組みを強化したため価格競争が一層進展し，これが価格破壊の動きに

つながった。さらに中国の安価な労働力を利用して現地工場で生産をする製品

開発から販売までの SPA（Specialty Store Retailing of Private Label Apparel）の

代表的企業ファーストリテーリングの革新的衣料品流通システムの登場など

が，国内小売業の低価格販売を一層促進させる動因となった。アジア NIEs，

ASEAN，中国など東アジア経済圏の躍進も我が国の製品価格の引き下げにつ

ながった。我が国からの資本と技術，そして現地の豊富な安価な労働力とが組

み合わされて良質の製品の供給力が高まっていった。３）このアジア製品が国内市

場に流入し価格競争を激しくした。

バブル崩壊後の消費の冷え込みで，過剰在庫を抱えることになった企業の間

では，低価格での在庫処分をおこなった。また円高の進行は，原材料・製品な

どの輸入価格の低下をもたらし，国内物価の下落につながった。大手チェーン

ストアの低価格のビール輸入は，国産ビールの低価格販売につながった。

このほかにも再販制度の見直しや，酒類販売業免許制度の緩和がなされ，

１９９３年７月から１万 m２以上の大型小売店舗に対して，申請すれば，酒類販売
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DS売上合計

総合 DS

靴 DS

食品 DS

食肉 DS

酒類 DS

ドラッグストア

家電 AVカメラ等

スポーツ用品量販店

その他 DS

ロードサイド紳士
チェーン

ホームセンター・
自動車用品

88 年

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

0
89 年 90 年 91 年 92 年 93 年

免許が付与されることになった。４）

円高は消費者サイドから見れば，実質所得の増加となって消費者の購買力が

大きくなるはずであったが，円高に伴う企業収益の減少，リストラなどの不安

材料が働いて，消費者の購買態度は節約・低価格志向になっていた。そのよう

な中，価格訴求型の流通外資の国内参入が価格競争を激化させ，国内小売企業

を激しく揺さぶることになった。

注

１）中小企業庁 中小企業白書 平成７年版，１９９５年。

２）松江宏編現代流通論，２００１年，２９頁。

図表１０ ディスカウントストアの売上高趨勢（単位１００万円）

（注） 日本百貨店協会，百貨店の歩み，１９９８年，１６３頁より作成。
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３）古川顕「バブル経済の崩壊と物価下落」，フィナンシャル・レビュー November,１９９７，
１－６頁。

４）経済企画庁 物価レポート’９５，１９９５年。

�．流通外資の参入

我が国は戦後復興からまもなくして高度成長の時代を謳歌する。１９６０年代

には GNPはアメリカに次いで世界第２位となり，日本経済の躍進はめざまし

く世界の注目するところとなった。これは貿易・資本の自由化への取り組みを

不可避とした。資本の自由化は１９６７年から着手されるが，小売業の資本自由

化は１９６９年に単独専門小売店の５０％自由化から始まり，１９７０年に単独総合小

売店の５０％まで自由化された。翌７１年に第４次資本自由化で店舗数１１店以

下の小売業が出資比率５０％まで自動認可になり，１９７５年に小売業の１００％自

由化となった。１）１００％自由化に先立ち，政府は１９７３年に大店法とともに中小小

売商業振興法を成立させた。後者は商店街の整備，店舗の共同化等の事業の実

施を円滑にし，中小小売商業者の経営の近代化を促進し，中小小売商業の振興

を図らんとするものである。大型店の出店規制，高度化事業に対する支援など

の中小小売商業の経営の近代化に向けての道筋をつくって，小売業の資本の自

由化を実施した。小売業の１００％自由化も大店法による規制のため流通外資に

よる大型店出店は制約された。このため海外からは大店法の規制対象外の小型

店舗を出店してシャネル，ルイ・ヴィトン，エルメスなどが日本市場に参入し

てくる。１９９０年代に大店法の改正がおこなわれると外資の進出が遅れていた

小売の世界は大きく変貌を遂げることになる。１９９２年の橿原市のトイザらス

橿原店のオープンセレモニーに，米国トイザラス会長ラザウスとともに来日中

であったブッシュ元大統領が訪れて「トイザらスに続いてアメリカの小売業が

参入することを期待する」と表明して大店法緩和に外交圧力をかけた。国内不

動産価格の下落，節約・低価格志向の高まり，大店法の規制緩和などによりエ

ディバウアー，オフィスマックス，コストコ，カルフールなど欧米の小売企業
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が相次いで国内に参入してきた。

小売業界は本格的なグローバル競争という新時代に入った。そして２００１年

度の売上高でエクソンモービル，ゼネラル・モーターズ，フォードモーターズ

の売上高を抜いて世界最大となったウォルマートが日本に進出することになっ

た。アメリカに次ぐ大きな小売市場をめざしての流通外資の参入ラッシュは国

内小売業からは脅威として受け止められた。１９７２年から２００３年の期間で見る

と，流通外資の参入は９７件であった。このうち２００４年頃までに半数の４７件

が撤退している。２）これらのうち，オフィスマックス（Office Max）は１９９７年に

日本市場に参入したにもかかわらず，アスクルなどの迅速な配送システムを有

する企業に勝てなかった。ザ・ブーツ（The Boots）は１９９８年に参入したが，

日本の薬事法ではプライベート・ブランドの医薬品販売ができなかったことな

どから撤退した。セフォラ（Sephora）は１９９９年の参入だが，ブランド力の弱

さ，香水市場の小ささ，メーカー直接仕入れの難しさから撤退をした。カルフ

ール（Carrefour）は１９９９年に消費者の間で「まとめ買い」の習慣がなく，客

単価が低いことから撤退を余儀なくされた。３）

流通外資の参入は価格競争を引き起こすことにもなったが，他方で日本市場

に適応できずに撤退する企業も目立った。流通外資が厳しい事態に至った理由

としては，薬事法などの法律や各種規制の存在，商慣行の違い，品質・鮮度・

ブランドに対する日本人のこだわり，特定商品市場の規模の狭隘性などがあげ

られよう。日本参入にあたって市場調査が十分でなかった点もあげられる。

日本市場で小売事業を根付かせるためには，日本市場や消費者ニーズの調

査，消費者のブランド重視，鮮度重視の理解，パートナーの慎重な選定，規制

や商慣行，諸制度に対する理解などが不可欠である。４）メーカーは工場周辺の地

域住民が消費者でなくても，他国の消費者向けへの販売ができる。しかし小売

業の場合，小売店舗周辺の住民が消費者となる。５）この大前提は動かしがたく，

このため現地適応ができるかどうかが流通外資の成否を占うと言っても過言で

はない。
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年代 企 業 名 国名 参入形態 業 態 日本側パートナー
（ ）内は合弁会社の場合の外資の出資比率

１９８４年 サークル K 米 業務提携 コンビニエンスストア ユニー
オッシュマンズ 米 業務提携 専門店 イトーヨーカ堂
ロンビンソン百貨店 米 業務提携 百貨店 イトーヨーカ堂
デベナム★ 英 業務提携 （商品販売） ジャスコ
ダルティ★ 仏 業務提携 （商品販売） ベスト電器

１９８５年 コンピューターカード★ 米 業務提携 通信販売 ユニー
１９８６年 ハロッズ★ 英 業務提携 （商品販売） 三越

バシュフォード★ 米 業務提携 専門店 タカキュー
ローラ・アシュレイ 英 合弁会社 専門店 ジャスコ（２６．８％）
オットー 独 合弁会社 通信販売 住友商事（５１％）

１９８７年 ベネトングループ 伊 完全子会社 専門店
１９８８年 フェデレイテッド★ 米 業務提携 （商品販売） 松屋

W.ソノマ★ 米 合弁会社 専門店 東急百貨店（１９％）
１９８９年 トイザラス 米 合弁会社 外食産業 日本マクドナルド（８０％）

タルボット 米 完全子会社 専門店
１９９０年 ボディショップ 英 業務提携 専門店 ジャスコ

シアーズ・ローバック★ 米 合弁会社 専門店 セゾン（５０％）
ヴァージンメガストア 英 合弁会社 専門店 丸井（５０％）
HMV 英 完全子会社 専門店
グッチ 伊 完全子会社 専門店

１９９１年 ブロックバスター★ 米 合弁会社 サービス業 藤田田商店（５０％）
キンコーズ 米 合弁会社 サービス業 住友金属鉱山（５１％）
ディズニー・ストア 米 完全子会社 専門店
プラダ 伊 完全子会社 専門店

１９９２年 L. L.ビーン 米 業務提携 通信販売 西友（７０％），松下電器（３０％）
１９９３年 エディ・バウアー 米 合弁会社 専門店 住商オットー（３０％）

ランズエンド 米 完全子会社 通信販売
１９９４年 JCペニー★ 米 業務提携 （商品販売） 青山商事（カジュアル衣料販売）

クレアーズ 米 合弁会社 専門店 ジャスコ（５０％）
エスプリ 香港 完全子会社 専門店

１９９５年 ティンバーランド 米 業務提携 専門店 インチケープ（専門店）
DFI★ 香港 合弁会社 食品スーパーマーケット 西友（６０％）
スポーツオーソリティ 米 合弁会社 専門店 ジャスコ（５１％）
ワーナーブラザーズ 米 合弁会社 専門店 ダイエー（３３．３％）
ギャップ 米 完全子会社 専門店

１９９６年 ピアワンインポーツ 米 業務提携 専門店 暁印刷（雑貨）
オフィスデポ 米 合弁会社 専門店 デオデオ（５０％）（事業展開は１９９７年から）

１９９７年 ネクスト 英 業務提携 専門店 ゼビオ
RTG 米 業務提携 専門店 ジャスコ
オフィスマックス★ 米 合弁会社 通信販売 ジャスコ（１９％）
タイラック 英 合弁会社 専門店 藤田田商店（５０％）
フットロッカー★ 米 完全子会社 専門店

１９９８年 ウォルグリーン 米 業務提携 （ノウハウ供与） 伊藤忠商事，ハックキミサワ
JCペニー★ 米 業務提携 （商品供給） デオデオ
ブーツ★ 英 合弁会社 ドラッグストア 三菱商事（５１％）
ザラ スペイン 合弁会社 専門店 ビギグループ（－）
コストコホールセール 米 完全子会社 ホールセールクラブ

１９９９年 オアシス・ストアズ★ 英 業務提携 専門店 ブルーグラス
ノードストローム 米 業務提携 （商品販売） 西武百貨店，大丸
リズ・クレイボーン★ 米 合弁会社 （商品供給） ジャスコ（１９％）
ヘイガークロージング 米 完全子会社 専門店
セフォラ★ 仏 完全子会社 ドラッグストア
カルフール 仏 完全子会社 ハイパーマーケット

２００１年 メトロ 独 合弁会社 ホールセールクラブ 丸紅（８０％）
２００２年 ウォルマート※ 米 業務提携 ディスカウントストア 西友（６．１％）→（３３．４％）

ディーンアンドデルーカ 米 業務提携 食品専門店 伊藤忠商事他（食品販売）
２００３年 テスコ※ 英 完全子会社 食品スーパーマーケット シートゥーネットワークを TOB（買収）

図表１１ 主要な小売外資の参入（１９８４～２００３年）

（注） ★は撤退，※は未展開
ロス・デービス，矢作敏行編著，外川洋子監訳，日本経済新聞社「アジア発グローバル小売競争」２００１年，セゾン総合研究所
「生活起点」２０００年１０月号，各種資料からセゾン総合研究所作成。
JETRO ジャパニーズ・マーケット・レポート No．７２ 小売業，２００４年。
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注

１）ロス・デービス，矢作敏行編 アジア発グローバル小売競争，２００１年，８０頁。

２）JETRO ジャパニーズ・マーケット・レポート No.７２ 小売業，２００４年。

３）JETRO 同上論文，２００４年。渦原実男著 日米流通業のマーケティング革新，２００７年，

１１８頁。

４）JETRO 同上論文，２００４年。

５）渦原実男著 前掲書，１１８頁。

�．ロードイサイドショップ

都市の過密化，地価の高騰，交通渋滞などから郊外地域が開発され，郊外人

口が増加した。郊外地域では公共交通機関が十分に整備されていなかったため

に車を所有して車で買い物をする行動が生まれた。

モータリゼーションの進行は消費者の購買行動にまで変化を生みだした。農

水省の１９９９（平成１１）年度調査「食料品の購買行動について」によると野菜，

鮮魚，果実などの食料品購入にあたって自動車（自家用車）による買い物が約

４割を占めている。これまでの調査から徒歩による部分が減少しており，近所

での買い物が減少していることがわかる。また，このことは郊外のロードサイ

ドショップなどでの購買行動が強まっていることを意味している。

徒歩交通や公共交通時代に成立・発展してきた市街地の商店街は駐車場の確

保が十分にできておらず，また商店街に至る道路自体，幅が狭く交通渋滞が発

生しやすく買い物客にとって不便であった。

郊外開発やモータリゼーションの進行が自然発生的にロードサイド型商業集

積の形成を促した。ロードサイドショップは低層のものが多く，またその多く

がチェーン店であるが，消費者の関心を引きつけるために店舗外観や看板など

に特徴をもたせている。ロードサイドショップの特徴としては１．小売・飲

食・サービス業を営む店舗，２．主要幹線道路（国道及びそのバイパス）沿い

の立地，３．比較的大きな駐車場を有する，４．カーショッピングに適してい

る，５．単品種の中で比較的豊富な品揃え，６．比較的長時間営業という点を

１２０ 松山大学論集 第２２巻 第４号



購入店までの交通手段（野菜）

購入店までの交通手段（鮮魚）

あげることができる。１）ロードサイドショップの開店技術はオーダーリース方式

が採用された。ロードサイドに土地を有する地主は土地の活用に有利な条件を

相手に提供し，借り手側のロードサイドショップは比較的低コストで土地建物

図表１２ 購入店までの交通手段

（注） 農水省 食料品の購買行動について（平成１１年度調査），
２０００年，８－９頁。
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を借り上げることができた。２）

我が国のロードサイドショップは昭和４４年に東京都八王子市の村内家具店

が開設した甲州街道沿いのホームセンターを嚆矢とする。爾来，国内各地の郊

外に家電量販店，ホームセンター，家具店，書店，カジュアル衣料専門店，紳

士服専門店，スポーツ用品店，CDレンタル，レストランなどがロードサイド

に群立つ光景をみることになった。また近年ではディスカウントストアやホー

ムセンターの単独出店から複数店舗がオープンモール形式で集積するパワーセ

ンター形式での出店の動きも強まっている。３）

郊外型商業集積の形成に大店法が大きく関係していた。同法の規制が厳しい

時代はロードサイドの店舗の売場面積は１５０坪（４９５m２）タイプで占められて

いた。いわゆる「イチゴーマル（１５０）」ショップといわれるもので，大店法の

規制対象外の店舗であった。４）その後，１９８９年の日米構造協議で大店法の規制

緩和がはじまると，ロードサイドに大型店が軒を連ねる光景をみることにな

る。家電量販店業界では PC関連の品揃えの必要性から店舗の大型化を加速さ

せていた。５）家電量販店は，低価格の業態同様，景気低迷と所得の伸び悩みの

中，豊富な品揃えの中から納得価格で買い物をしたいという消費者をどれだけ

とりこめるか激しく競争をしている。価格競争で家電量販店の収益構造は大き

く圧迫され，ローコスト経営を強いられている。ローコスト経営の追求の中で

家電量販店が力を入れ始めたのが郊外における店舗の大型化であった。大店法

の規制下では１５０坪以下の店舗の出店に力を入れていたが，大店法の規制が解

けた１９９５年頃から店舗競争力のアップと経営効率のアップから店舗の大型化

が進行していくことになる。６）

郊外地域にはナショナル・チェーンの大型店やコンビニエンス・ストア，専

門店が軒を連ね，大手スーパー資本がスーパー，書店，レストラン，ゲームセ

ンターなど物販・飲食店・アミューズメント施設を一つにまとめた大型複合商

業施設の開設に乗り出したことから，郊外地域の商業集積化が急速に進んでき

た。今や全国各地，各種小売業態が道路沿いに林立し，画一化されたような景
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観が生まれ，地方ならではの光景は過去のものとなってしまった。７）

モータリゼーションの進行，郊外地域の開発，郊外地域の商業集積化の結

果，地方都市の商店街は大きな痛手を受けており，「シャッター通り」と称さ

れる状況にある。商店街を構成する個々の店舗は売り場面積も狭く，商品の品

揃えも弱く，価格も比較的高いとあって顧客は遠のき，地方都市の賑わいの中

心地としての顔が失われようとしている。今や商圏は中心市街から郊外にシフ

トしてしまっている。中小企業庁の中小小売業と強い競争関係にある業態調査

（図表１３）では商店街振興組合加入の中小小売業は，競争相手としてディスカ

ウントストア，スーパーマーケット，ショッピングセンターを高い割合で挙げ

ている。これらの業態が郊外に出店し，車での買い物客を取り込んでいること

から，商店街が商業集積間競争で後塵を拝していることは誰の目からも明らか

である。８）

図表１３ 中小小売業と強い競争関係にある業態

資料：通商産業省・中小企業庁「商工業実態基本調査（平成１０年）」再編加工。
（注） 複数回答のため合計は１００を超える。
中小企業白書２０００年版，２０００年，１７５頁。
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注

１）中小企業事業団監修，企業共済協会編 ロードサイドショップ－その実態と商店街への

影響，１９９３年。川野訓志著 ロードサイド商業の展開～国道１６号線における調査を基に

して，１９９９年。川野訓志他著 ロードサイド商業新世紀，１９９９年。

２）川野訓志 同上論文。綜合ユニコム，ロードサイド型新業態店実態調査資料集，１９９６

年，６頁。

３）通産省 ２１世紀に向けた流通ビジョン－我が国流通の現状と課題－１９９５年，１１３頁，

２７８頁。

４）綜合ユニコム，前掲書。

５）中嶋嘉孝 家電流通の構造変化－メーカーから家電量販店へのパワーシフト－２００８年，

１５６頁。

６）リック 家電流通データ総覧１９９７年版，１９９７年，１６－２７頁。

７）三浦展 『ファスト風土化する日本』，２００５年。

８）中小企業庁 中小企業白書２０００年版，２０００年，１７４頁。

�．１９８０－９０年代の総合スーパー，百貨店

さまざまな小売業態の登場，大店法の規制緩和と廃止，流通外資の参入によ

り小売世界は大きな変貌を遂げてきた。小売業態別販売額構成比でみると１９９０

年代は食料品スーパー，ホームセンター，コンビニエンス・ストア，ドラッグ

ストアなどの業態が成長し，百貨店，中小個人商店の凋落傾向がみられた。ド

ラッグストアは消費者の健康志向の高まりやセルフメディケーションの動きの

中で成長を遂げてきた。この業態は医薬品，化粧品，ヘルス＆ビューティケア

商品に加えて加工食品，飲料など品揃え幅が広いためスーパーマーケット，コ

ンビニエンス・ストア，ホームセンターなどと競合関係にある。価格破壊の推

進役であるディスカウントストアは，１９８８年に２兆８，１３１億円であった売上

高は，１９９３年には４兆９，７０６億円にまで，５年間で１．８倍の増加を遂げる躍

進ぶりであった（図表１０）。

大手スーパー資本は同業態間競争に加えて新たな異業態間競争により既存店

舗の売上高の伸び悩みに苦しんでいた。このため設備投資のかなりの部分を既
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存店舗のリニューアルにあててきた。また店舗の効率化を目指して商品管理シ

ステム投資に力を入れた。１）店舗に導入された POSシステムは売れ筋・死に筋

商品の的確な把握，売れ筋商品の品切れ防止に大きな力を発揮すると同時に多

品種少量発注ができるようになり，在庫削減を可能にした。

総合スーパーは，消費者が生活の豊かさを求めてモノを買い求めた時代に

あっては低価格で豊富な品揃えが歓迎された。しかし，１９８０年代には消費に

占めるサービス支出比率が上昇し，消費者ニーズも個性化，多様化を遂げてい

く。そのような中，従来の商法である標準化された大量生産商品の大量販売で

は消費者の支持は得られず，総合スーパーの競争力は低下せざるを得なかっ

た。２）ドラッグストア，専門量販店，ホームセンター，カテゴリーキラーなどの

異業態との競争が強まる中，総合スーパーの各商品部門はこれらの新しい業態

に浸食されていった。

スーパー資本は，その成長過程で店舗用地を積極的に取得しながら，店舗建

設をし，その資金は銀行の融資で賄っていた。しかしバブル崩壊は，長きにわ

たって右肩上がりで上昇してきた不動産の価格を下落させることになった。大

手スーパーの中には所有する不動産の担保価値が一気に下がり，銀行からの借

入金の返済が覚束なくなり，経営破綻するものもあらわれてきた。３）ダイエーは

株式会社忠実屋，株式会社ユニードダイエーなどを吸収合併したり，ホークス

タウンを開業するなど，バブル崩壊後も拡大路線をとっていた。４）その結果，有

利子負債は驚愕的な数字に膨れ上がっていた。

中内�は創業以来，小売業産業化の情熱をもって歩みつづけ，スーパー事業

から新しい業態やサービス業を立ち上げて生活総合産業を実現してきた。しか

し１９９５年１月の阪神大震災はダイエーに大きな損傷を与えることになった。

店舗の倒壊，商品被害，これらを合わせると被害総額は５００億円に及び，１９９８

年２月期の決算では３８０店舗中４割が赤字に陥った。５）経営危機に直面して中内

�は１９９９年に社長を退任し，かわって元味の素社長を務めた鳥羽菫が引き継

いだ。このあとダイエーは産業再生機構の支援を受けることになる。
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大手スーパー資本はバブル崩壊後の消費の冷え込み，小売競争の激化などか

ら店舗の収益力が低下し，店舗閉鎖に踏み切らざるを得なくなったと考えられ

る。ダイエー，イトーヨーカ堂，ジャスコ，マイカル，西友，ユニーの大手６

社の店舗閉鎖数は，１９８０年代後半は１０店舗程度であったが，１９９０年代は単年

度で５０店舗を超える年も出てきている。６）１９９１年から１９９８年にかけての店舗

閉鎖数は年平均３２店舗を数えた。

百貨店は石油ショック以後の低成長経済の中で売上高の低迷にあえいでい

た。当初，総合スーパーが多店舗展開により各地に大型店を出店すると百貨店

にとって脅威となった。その後，衣料品，家具，家電製品，玩具などの商品分

野において専門量販店やドラッグストアなどの低価格業態の相次ぐ登場は消費

者の百貨店離れとなり，売上高の長期低迷の原因になっていく。

競争相手の小売業態がマイカーの普及，モータリゼーションの進行の中で立

地を重視した店舗展開に力を入れたのに対して，百貨店に大きな立地の変化は

見られず，小売世界での優位性は崩れていった。長引く不況は法人需要にとど

まらず消費者の需要の冷え込みをもたらした。百貨店の売上高の伸びは，石油

ショック以降１９９０年代半ば頃まで個人消費の伸びを上回る年よりも下回る年

が多く，厳しい経営環境にあったことがわかる。その中でも１９８２年から１９８５

年は特に「百貨店・冬の時代」といわれた。

百貨店は他の小売業態に比べて営業利益率は低く，７）他方，高コスト体質を引

きずっており経営体質の改善が喫緊の課題になっていた。売上高低迷の中でい

かにして利益を出すか，百貨店業界では経費節減努力や PB商品の開発などを

迫られた。そごう百貨店ではグループ全体で１兆４，０００億円という借入金を抱

えて経営の再建が求められ，主要取引銀行の日本興業銀行と日本長期信用銀行

が全面支援を打ち出した。８）そごうの再建計画のもと再生をはかるが，ついに

２０００年に経営破綻となった。

我が国は１９９０年代末になっても長期不況から完全に脱することはできな

かった。この時期，百貨店業界では新規出店の動きもあったものの，出店計画
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の見直しや，店舗閉鎖が相次いでおこなわれた。店舗閉鎖は１９８０年代にも見

られたが，９０年代のバブル崩壊後，とくに目立つようになった。１９９３年に西

武百貨店（八王子），１９９４年に近鉄百貨店（別府），西武百貨店（神戸）など

年度 個人消費支出 百貨店売上高 個人消費
（対前年比増減率％）

百貨店売上高
（対前年比増減率％）

１９７２ ５２，０５５．６０ ２，５２７．２０

１９７３ ６２，８０６．７０ ３，１０８．８０ ２０．７ ２３

１９７４ ７６，３８９．６０ ３，６８３．１０ ２１．６ １８．５

１９７５ ８６，９９４．６０ ４，０６５．１０ １３．９ １０．４

１９７６ ９８，７８４．４０ ４，４０８．５０ １３．６ ８．４

１９７７ １０９，４５７．６０ ４，６４１．３０ １０．８ ５．３

１９７８ １２０，７７９．６０ ４，８９３．４０ １０．３ ５．４

１９７９ １３２，９３５．６０ ５，２２０．６０ １０．１ ６．７

１９８０ １４３，６１３．３０ ５，７２２．５０ ８ ９．６

１９８１ １５２，４５３．８０ ６，０５５．１０ ６．２ ５．８

１９８２ １６３，３３６．００ ６，２４５．９０ ７．１ ３．２

１９８３ １７１，９２１．８０ ６，３６６．４０ ５．３ １．９

１９８４ １８０，７９５．７０ ６，５８６．６０ ５．２ ３．５

１９８５ １９０，７６３．３０ ６，８３２．１０ ５．５ ３．７

１９８６ １９８，９６４．２０ ７，１４６．７０ ４．３ ４．６

１９８７ ２０８，４８４．１０ ７，４９１．００ ４．８ ４．８

１９８８ ２２１，２５２．５０ ７，９９６．７０ ６．１ ６．８

１９８９ ２３６，５５０．３０ ８，６０５．７０ ６．９ ７．６

１９９０ ２５２，５８１．２０ ９，３３０．３０ ６．８ ８．４

１９９１ ２６５，４１７．１０ ９，７１３．１０ ５．１ ４．１

１９９２ ２７３，４１５．９０ ９，５１９．６０ ３ －２

１９９３ ２８１，１３６．２０ ８，９６０．３０ ２．８ －５．９

１９９４ ２８６，６６５．６０ ８，７７１．３０ ２ －２．１

１９９５ ２９３，９９５．００ ８，５６８．３０ ２．６ －２．３

図表１４ 個人消費支出と百貨店売上高の推移

（注） マーケティング史研究会編，日本流通産業史，２００１年，３５頁。
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大手の百貨店が店舗閉鎖に踏み切り，１９９９年の東急百貨店（日本橋店）の閉

鎖は，前身の呉服店「白木屋」時代から３３６年の長き歴史を終える象徴的出来

事であった。また同年は三越の新宿南館が閉鎖され，福岡玉屋が廃業した。ア

ジア経済の危機などから９０年代に香港では三越，伊勢丹，松坂屋が店舗を閉

鎖することになった。もはや百貨店はつぶれないという百貨店神話は遠い過去

の話になっていた。

百貨店にとって脅威となる業態が，１９８０年代から相次いで小売の世界に参

入してきた。にもかかわらず百貨店が守勢に回っている背景には経営管理シス

テム，立地，マーチャンダイジング，人事など多方面で百貨店に技術革新がな

くなったためであるといえよう。９）

低価格訴求が支持される今日，百貨店業界は「百貨店」という業態ブランド

を維持しながらいかに顧客を取り組んでいくかという難しい局面に立たされて

いる。
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